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長野県上伊那地域における集落営農の変貌
〜非農家との関係強化に注目して〜
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Ⅰ 問題意識と課題設定

2007年：経営所得安定対策における担い手として位置づけ
全国で集落営農組織が増加

現在：設立から15年以上が経過し、課題に直面
①リーダークラスの世代交代→後継者確保
②機械更新のための資金確保→収益確保
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集落営農：
1970年代頃から小規模経営で高齢化・兼業化が進む中国・四国・
北陸を中心に展開
高齢化・後継者不足が進む中で、農地を集落の農家で協業して
守っていこうとした取り組み



◎「新しい組織原理に基づく新世代型集落営農の展開」
（楠本,2016）
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②生活面の取り組み：
高齢者の買い物支援や交通支援（福祉タクシー）

新しい組織原理：
活動に男女・年齢の区別なく、全員が参加する形での運営

新しい組織原理に基づく組織の活動

①加工事業・販売事業・交流事業の実施：
女性や後継者層が実施することで可能になる

多様な事業の実施を可能にし、収益確保を実現
多様な層の関わりを可能にし、後継者確保を円滑化
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◎集落営農の事業と人材確保に関する先行研究

・高橋(201５)
高収益作物の導入によって、構成員の土地持ち非農家化と「集落営農
のジレンマ」の加速を防ぐことが出来ることを指摘。

・吉田ら(2022)
園芸作に取り組む集落営農組織を分析。
通年雇用や賃金・運転資金確保のために園芸作を導入しており、就労
機会の確保や雇用賃金・運転資金の確保、黒字化の確保が達成できた
組織において、園芸作が一部門として定着していくことを指摘。

・平林(2023)
会社形態の集落営農は、他の組織形態に比べて後継者確保の課題を
抱える組織が少ないことを指摘。
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・楠本(2016)の「新世代型集落営農」の事例でも後継者確保が課題に
なっている。

しかし、集落営農の現状から更なる検討が必要

・園芸作目を導入していても、農家構成員からの後継者確保が進まず、
非農家を後継者として取り込むため、組織の変革を行う動きが見受け
られる。

集落営農の非農家との関係強化に注目し、集落営農が非農家を取り込む
ことに至る背景と今後の展開について実証的に明らかにし、集落営農の
今後の展開を検討する。

本研究の課題：
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Ⅱ 調査対象と研究手法

長野県
上伊那地域

駒ケ根市

農事組合法人A

１．調査対象

伊那市

農事組合法人B

飯島町

株式会社C
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◎農事組合法人A（現 株式会社A）の展開と組織概要

1980年：前身の営農組合(任意組織) 設立
組合区域：A地区（農業集落）
参加戸数：７９戸（A地区に農地を所有する農家）
設立目的：
機械の共同管理 水稲の作業受託 転作作物の生産

2002年～：白ねぎ生産を開始
白ねぎの収益が増加

経理面での対策強化

2006年：農事組合法人A 設立
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◎農事組合法人A
新世代型集落営農の先駆的事例（楠本,2016）

世帯主だけでなく女性（配偶者）や後継者も組合員

後継者 ：青年部
女性（配偶者）：女性部

農家世帯主（農地所有者）数 ４３人

青年部員数 ２４人

女性部員数 １３人

非農家組合員数 ６人

合計 ８６人

表１ 個人組合員数（2019年時点）

出典：農事組合法人A内部資料
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農事組合法人A：ぐるみ型集落営農

A地区

A地区の農地を利用権設定で集約
組合員が出役し営農活動

参加農家戸数 ４３戸

個人組合員 ８６人

農地面積 3,038.4a

A地区内農地
集約率

約９８%

表２ 法人Aの参加農家戸数・人数
と農地面積（2019年時点）

出典：農事組合法人A内部資料

図１ A地区の範囲
農業集落境界データより作成
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◎A地区の特徴① ２つの大字にまたがる

A地区

大字E大字D

農家の居住地：A地区内と地区外の大字D・E内に存在

農家戸数 農地面積

A地区内 ２１ 1,942.6a

地区外の
大字D・
E内

２２ 1,095.8a

合計 ４３ 3,038.4a

表３ 法人Aの農家戸数と農地面積
の分布（2019年時点）

A地区外にも農地を持つ農家も存在 → 地区外の農地も集積

出典：農事組合法人A内部資料
図２ A地区と大字D・Eの範囲
農業集落境界データと行政区域（小地域）データより作成
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◎A地区の特徴② 混住化進行地域

図３ A地区の農家数と非農家数の推移

非農家が転入し、非農家人口が増加

出典：農事組合法人A内部資料

農地の宅地転用も進行し、農地面積も減少

農地面積

2009年 2,046.8a

2019年 1,976a

出典：農事組合法人A内部資料

表４ A地区の農地面積
の推移
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A地区

工業団地F

工業団地G

・近隣に工業団地が立地
・バイパスによるアクセスの良さから非農家の転入が多い

図４ A地区の周辺
A地区の範囲：農業集落境界データより作成
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◎混住化対策の活動

非農家の農業への理解促進のための交流活動を実施

・収穫祭
青年部が企画運営
女性部も活動に参加（料理の調理・提供）

・キッズ農園
女性部が運営

・非農家住民の理解を得た農業活動の実施
・組合員全員での活動を実施

→ 青年部の後継意識の醸成・後継の円滑化

・除雪作業

後継者確保に対応した、先駆的事例として注目
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2021年：株式会社化

・非農家を後継者として取り込むように

・地域の農地を利用権設定で集約 → 継続

・組合員は株主として参加を継続
→ 一戸複数参加から、一戸一株主に集約

・非農家の正社員雇用、パート・アルバイト雇用を拡大

農家株主戸数 ４3戸

非農家株主戸数 ３戸

農地面積 3,023.4a

表５ 株主戸数と農地面積（2024年時点）

出典：農事組合法人A内部資料
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◎上伊那地域における非農家との関係強化の他事例

①農事組合法人B（伊那市）

②株式会社C（飯島町）
土地利用調整組合に畦畔の草刈り作業を委託
土地利用調整組合の草刈り組織に非農家の準組合員として参加も可能に

畦畔の中位部の草刈りにおいて、非農家の地域住民と連携

２事例はいずれも、「地域住民の地域への参加意識の醸成」が目的
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農事組合法人A（現 株式会社A）

正社員として取り込むために園芸作目(白ねぎを除く)の導入、組織形
態の変革を実施

かつては農家組合員からの後継者確保対策を講じた先駆的事例として
注目されていた。

現在は、非農家を後継者として取り込む意向

農家組合員からの後継者確保対策を講じた先駆的事例として注目され
ていた農事組合法人Aが非農家を後継者として取り込むために組織を
変革したことは、非常に大きな出来事。
農事組合法人Aを主調査事例として選定する。
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２．研究手法

①組織の内部資料の収集とその分析

②組織の役員に対するヒアリング調査

以上の３つを組み合わせて総合的に分析

③組織内の構成員（恒常的作業等従事者、非農家出身者等）を
対象としたアンケート調査・ヒアリング調査
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１．法人Aの組織展開過程 内部資料とヒアリング調査結果

1980年：前身の営農組合(任意組織) 設立
2002年～：白ねぎ生産を開始 → 主要品目に

図５ 主要品目の売上高の推移

Ⅲ 調査結果

出典：農事組合法人A内部資料



19図６ 主要品目の作付面積の推移

・作付面積は水稲中心

・主要・高収益作目である白ねぎの作付面積を拡大

出典：農事組合法人A内部資料
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2006年：農事組合法人A 設立
農家の後継者層を「青年部」として組織化

②農業生産活動の担い手：
恒常的作業等従事者２１名（農家の経営主層）

①青年部：２４名（2019年時点）
収穫祭の企画運営・収穫祭に向けた野菜の栽培を担当

組織の担い手としての意識醸成
円滑な継承を期待
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実際の結果：
高齢者雇用が充実したことで、青年部員が農外就業を継続し、
恒常的作業等従事者にならない。
恒常的作業等従事者は高齢化し、引退
↓

農業生産活動の担い手が減少
恒常的作業等従事者は7名に減少（２０２４年時点）

◎代表者の想定した組織継承のシナリオ

青年部員が恒常的作業等従事者となり、組織を担っていく
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◎非農家との関係強化に至る出来事

2015年：２名の新規就農希望者（非農家）が加入
201９年までに、6名の非農家が加入

①非農家組合員の拡大
②短期雇用制度を利用した作業員の採用

代表者（当時）が非農家を取り込む改革を実施（2017年～）

株式会社化（２０２１年～）
非農家出身者を正社員として雇用（2024年：２名）
非農家出身者の短期雇用も拡大
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◎労務費と従事分量配当の変化

①短期雇用制度導入
と非農家組合員拡大

②株式会社化
・従事分量配当廃止
給与に統一

・非農家の正社員雇用
の導入

2015年まで従事分量配当が減少傾向 → 農家組合員従事者の減少

非農家の雇用拡大 → 労務費が増加し、負担増加

図７ 労務費と従事分量配当の推移

出典：農事組合法人A内部資料
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◎生産品目の変化

図８ 園芸作目(白ねぎを除く)売上高と全体に占める割合の推移

施設イチゴの導入・拡大

2017年から施設イチゴを導入
→園芸作目(白ねぎを除く)の売上高・割合が増加
→非農家雇用ため、通年雇用の実現と収益増加を図る

出典：農事組合法人A内部資料
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２．構成員同士の役割分担や意識変化
構成員に対するアンケート調査の結果

法人Aの農業生産活動の担い手：
恒常的作業等従事者２１名（農家の経営主層）

組織への関わり方・後継者確保への考え方が、非農家との関係強化
につながっているのではないかと仮定。

組織への関わり方を調査するため、作業記録の提供を依頼
作業記録が残っていないとの返答

参加活動や参加時間についてもアンケートで調査
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◎アンケート調査の概要

①対象者：現在も従事する恒常的作業等従事者７名

③方法：郵送

②実施期間：２０２４年７月１１日～２６日

④回収率：１００％

⑤調査項目
・氏名、年齢、居住地、雇用形態
・法人A参加した理由
・参加した農業生産活動と担当した業務
・参加頻度
・今後の担い手確保に関する意識



27図９ アンケート調査票
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◎「参加した農業生産活動と担当した業務」の結果から

図１０ 農事組合法人時代の参加状況

K1
K1K1,K3

・白ねぎの播種定植・除草防除・収穫調製には全員が参加
・育苗や潅排水等の作業はK1、K3に偏っている

出典：アンケート調査結果



29図１１ 株式会社化後の参加状況

K1 K1
K２ K1

・株式会社後は、K3等、一部が高齢により参加活動を減らし、
K1の負担が増加している。

・K2が役員となり、出役が増えている。

出典：アンケート調査結果
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図１２ 白ねぎの作業における
農事組合法人時代と株式会社後の参加状況

・特に白ねぎの作業では、株式会社後、K3等、一部が高齢により
参加活動を減らし、 K1の負担が増加している。

・K2が役員となり、出役が増えている。

K1の負担が増加

K1,K２

出典：アンケート調査結果
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◎「今後の担い手確保に関する意識」の結果から

・担い手確保に行き詰まる現状から、これまでの活動を担っ
てきた恒常的作業等従事者の人々も、隣接地区からも担い手
を確保したいという意向が強い

地域や農家・非農家の区切りなく参加できる株式会社へ
の変革をどのように強化・実現していくか。

出典：アンケート調査結果図１３ 今後の担い手確保に関する意識
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Ⅳ 考察

①高齢者雇用が充実する中で、農家組合員の後継者層への継承は困
難になっている。現在の活動の担い手も減少する中で、残され
た人々の負担が大きくなる。
その状況の中で、非農家や隣接地域からも担い手を得ることを考え、
実際に非農家出身者の参加があると、組織が非農家を取り込むため
の変革を行うきっかけとなる。

②非農家を取り込むために、組織はこれまでの従事分量配当ではなく、
短期雇用の導入や、正社員として雇用するための株式会社等の組織
変革を行う。そのため、労務費が組織の経営を圧迫するようになる。

③非農家との関係強化によって組織は収益増加を図り、園芸作目を導入
する。

④園芸作目には、通年雇用を実現する目的もある。非農家を取り込む
集落営農には非農家に向けた雇用環境の整備が求められる。
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農事組合法人時代 株式会社後

恒常的作業
等従事者

２１名 ７名

青年部 ２４名（2019年時点） 廃止

後継者確保 青年部員（農家組合員） 非農家（2019年：６名）

雇用形態 従事分量配当
短期雇用
正社員雇用

生産品目 白ねぎ、水稲、大麦
白ねぎ、水稲、大麦

＋園芸作目

表６ 農事組合法人時代と株式会社後の変化
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Ⅴ 今後の課題と計画

法人Aに参加した非農家出身者への調査が行えていない。

非農家出身者への調査を実施する

法人Ａとのかかわりの現状や今後の展望について分析する
必要がある。

組織側の視点だけではなく、非農家側の視点も、集落営農
の今後の展開を検討する上で重要である。

①アンケート調査：参加したきっかけや現在の関わり方、今後の展望

②ヒアリング調査：アンケート調査を踏まえた詳細な調査を実施
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